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整備・運営手法として一定の地位を確立しているPPP事業は 2000 年を 1つの区切りとして二つの
期間に区分することができる 11。
　2000 年を転換点としているのは、ビクトリア州の政府所管機関であるパートナーシップス・




























































加えた額の 22％が上限であった。しかし 1991-92 年以降この上限は廃止された。そこには連邦は
－ 174 －

















　これにより、州に対する起債の配分方法の変化を含んで、1993 年 7月 1日以降包括的借入統制






















が導入した「国家官民連携政策及びガイドライン」（National Public Private Partnership Policy 





ことにある 21。この組織の管理下にあるのが、オーストラリア建設基金（the Building Australia 


















務所は 1990 年にオーストラリアで最初に民間部門で管理された刑務所である 23。Ravenhal 刑務所
における民間部門の役割は刑務所の設計、建設、建物の維持管理、資金調達などがある。
　教育施設については、近年のビクトリア州の「New Schools Public Private Partnership（PPP） 
Project」が代表的である 24。このプロジェクトはビクトリア州の主要な都市において実施されて
おり、民間部門が 25年間、公立の学校の資金管理、建物の設計、建設、建物の維持管理を実施する。
　エネルギーについては、例えばニュー・サウス・ウェールズ州の the Macarthur Water 
Treatment Plant 等が挙げられる。このプロジェクトはSydney Water Corporation が代理人とな
り、資金調達、施設の設計・建設・維持管理・運営を実施している。契約期間は 1993 年から 2030
年までであり、契約金額は 1億 2310 万豪ドルである 25。
－ 176 －




　医療施設については例えばニュー・サウス・ウェールズ州の the Hawkesbury Hospital 等
が挙げられる。このプロジェクトはWentworth Area Health Services（WAHS）and Health 
Administration Corporation（HAC）が代理人となり、民間部門が病院の設計、建設を担っている。
契約期間は 1994 年から 2014 年までとなっており、契約金額は 4670 万豪ドルである 26。 
　IT関連については例えばビクトリア州のMobile Data Network 等が挙げられる。このプロジェ
クトは救急隊員が広範囲なデータにアクセスできるような通信設備を整えるものであり、契約金額
は 1億 4,000 万豪ドルである 27。
　裁判所関連については例えばビクトリア州のVictorian County Court Project 等が挙げられる。
このプロジェクトにおける民間部門の役割は、裁判所の施設マネジメント・維持、警備、情報テク
ノロジー・システムの設計とその資金調達である。契約期間は 20年であり、契約金額は 1億 9,500
万豪ドルである 28。
　鉄道関連についてのPPPの適用は例えばビクトリア州のHigh Capacity Metro Trains（HCMT） 
Project 等が挙げられる。このプロジェクトは民間部門において鉄道システムを建設・運行・保守
や車両の整備等をし、地下鉄の混雑緩和、移動時間の削減に取り組んでいる 29。
　道路関連については例えばニュー・サウス・ウェールズ州のSydney Harbour Tunnel 等が挙げ
られる。このプロジェクトはPPPの手法導入の先駆けとなったプロジェクトであり、Roadsand 
Maritime Service（RMS）が代理人となり 1987 年から 2023 年までの期間の契約が締結されている。













図 2　1980 年から 2005 年における公共サービスと事業件数、事業費累計
஦ᴗ㈝





஦ᴗ㈝ 717 380 2,311 820 78 874 863 7,493
௳ᩘ 5 1 7 4 1 10 7 39
஦ᴗ㈝ 968,2660,1001,1307
௳ᩘ 7412
஦ᴗ㈝ 359 561 30 1,019 700 2,669
௳ᩘ 4 1 1 4 1 11
஦ᴗ㈝ 360 360
௳ᩘ 3 3
஦ᴗ㈝ 140 210 350







஦ᴗ㈝ 658 70 324 325 1,377
௳ᩘ 5 2 6 9 22
஦ᴗ㈝ 10,593 1,480 3,681 1,144 108 14,061 1,852 35,669























































































































➇ྜᛶ ᤼㝖ྍ⬟ᛶ እ㒊ຠᯝ ෌ศ㓄ᨻ⟇
➨භศ㢮
ۑ ۑ   ۑ
  ۑ  
➨ᅄศ㢮
ڹ ڹ ۑ  ڹ
ۑ ۑ   ۑ
  ۑ  
ۑ ۑ   ۑ
ۑ ۑ ۑ ۑ 
ۑ ۑ   ۑ
ۑ ۑ   ۑ
ཷ┈⪅㈇ᢸุᐃせ⣲
ཷ┈⪅㈇ᢸ䛾ྍ⬟ᛶ
  ۑ  










































































































5  PPP の定義については「国家官民連携政策・ガイドライン（National Public Private Partnership Policy 
and Guidelines）」を参照。<https://infrastructure.gov.au/infrastructure/ngpd/index.aspx#anc_public-
private>（2017 年 1 月 9 日アクセス）
6 PPP の特徴については「国家官民連携政策・ガイドライン（National Public Private Partnership Policy 
and Guidelines）」を参照。<https://infrastructure.gov.au/infrastructure/ngpd/index.aspx#anc_public-




10 Commonwealth of Australia （2016）,p.3.
11 English（2006）,p.252. および財団法人自治体国際化協会（2011）,p.1. を参照。






















water_treatment_plant>（2017 年 1 月 15 日アクセス）
26 ニュー・サウス・ウェールズ州の当該取り組みについては以下のホームページを参照した。<http://
www.treasury.nsw.gov.au/ppp/nsw_projects/past_projects/hawkesbury_hospital>（2017 年 1 月 15 日
アクセス）
27 ビクトリア州の当該取り組みについては以下のホームページを参照した。<http://www.dtf.vic.gov.au/
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